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った。これらの人々こそ企業にとっての一番の人財であり、日本企業の競争力の源泉であったかけがえ
のない経営資源である。戦後の1947年から1949年までに生まれた第一次ベビーブーマーの団塊世代は、
2000年代には日本企業の一線から大量退職していったが、それまでの40年間にわたり生産現場で培っ
てきた経験と勘とコツは、中国、韓国、台湾の次代を担う企業の若手技術者にとっては、生き字引のよ
うな存在であった。
2015年の今日において、家電産業、電気電子産業の分野で激しい競争を演じているアジア新興国の
企業では、多くの場合これら日本の企業で豊富な経験を積んだ技術者たちの現場指導が行われた。これ
らベテラン日本人技術者たちへのヒアリングにおいても、長年身を置いた各企業への愛着と想いはある
ものの、最後は余剰人員として退職を余儀なくされたことへの痛惜の念が拭えないという。一方、生産
現場で培った品質管理や製造技術、部品の実装技術などは、依然として陳腐化していなかった。中国、
韓国、台湾の企業から一年単位最長3年の契約で直接スカウトされた日本人ベテラン技術者が多く流出
していった。現地の企業経営者から、これまでの持てる経験をこれら諸国の若手に伝えて欲しいと懇願
され、現地で接する若い技術者たちの顔に、自分自身のかつての目の輝きを垣間見たとき、ベテラン技
術者の職人魂の心が決まったという。技術の伝承や移転などは容易なことではない。しかし良いものを
作ろうという方向性が共有された時、これら新興国企業の若手技術者たちにも、日本企業のものづくり
の心意気が伝わったのである。
そして数年後、日本の家電、電子機器メーカーは、中国、韓国、台湾の新興企業に国際市場競争で完
全に追いつかれ、追い越されていった。仮に時代の針を戻すことが可能であるならば、1990年代後半
期に日本企業は大きな産業構造の転換を図って、新産業分野への進出へと舵を切っていくべきではなか
ったか。それが難しかったのは、いわゆるバブル景気の後遺症で多額の不良債権を背負い込んでいたた
め、新たな経営戦略への取り組みを行う資金的な余力がなかったこと。また当時の経営陣にはバブル後
の事後処理に忙殺されて、新たな視点での事業ビジョンを現実のこととして描く余裕がなかったのであ
ろう。ここから導かれる人材育成インフラの課題は多い。日本企業の豊富な経験を、人材交流を通じて
アジア諸国の産業基礎力育成に役立てられるよう仕組みを構築してはどうであろうか。人を介した交流
は、二国間のみならず多国間の枠組みにおいても、きめ細かく密度の濃い関係構築につながる。日本の
経済安全保障という観点からも、人的交流は長い道のりではあっても、結果的には一番の近道になろ
う。
4　日本企業の中国投資
4−1　中国の投資環境
この10数年、著しい経済発展を遂げてきた中国経済にも、さまざまな影の部分が目立ってきている。
急速な経済発展による不動産バブルの終息懸念、地方の中核都市へと拡大してきた経済発展の波及効果
が、一方で成長の負の側面であるPM2.5にみられる大気汚染などの公害問題を引き起こしている。市場
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原理では解決できない問題を、どのような制度や規制の下で解決していくかが問われている。また経済
発展にともなう所得格差が際立った今日の中国で、社会的不公正の問題に政府や共産党が厳正に対処し
ていかなければ、さらなる成長軌道を進んでいくことも難しいであろう。
1990年代の日本企業にとって、中国は大変魅力的な市場であった。改革開放政策導入後の中国では、
さまざまな点で未整備なことはあったにせよ、将来への期待感と何より発展へのエネルギーをみてとる
ことができた。中国はその人口規模において、何といっても世界第一の国である。日本企業が現地で労
働力を調達する際の供給側の魅力と、将来的には巨大な需要が生まれであろうと期待できる購買力のあ
る消費市場としての魅力があった。消費市場というからには、その規模を図るとき、購買力と消費者数
の掛け算で考える必要がある。1990年代からの中国は、十分にその期待に応えるだけの可能性を示し
ていた。特に、中国に返還された特別行政区の香港とマカオ、経済特別区の深圳など5都市、さらには
14の沿海都市は、労働市場の供給だけでなく、消費市場として急速な成長を遂げてきた。
日本企業にとって、中国への直接投資にはさまざまな経営資源の調達コストを引き下げる明確な目標
があった。日本国内の生産拠点では、人件費や輸送費、その他の諸経費が全般的に高止まりしていた。
一方、中国への投資といえば、労働力の確保と低賃金で労働力を確保できるとの目論見が一般的であっ
た。多くの日本企業にとって、中国への生産拠点移管は、労働集約的製品で、標準化された生産工程
を、安い賃金の豊富な農民工労働者で行うことであった。
1989年6月の天安門事件以後の数年間、諸外国からの厳しい非難にさらされていた中国にとって、日
本企業の対中国進出は資本と技術の移転と、雇用機会創出いう観点からも歓迎すべきものであった。中
国の各地方から沿海都市に向けて出稼ぎに来た農民工たちは、これら日本企業にとって重要な労働力で
あった。このような相互利益を求めた図式での日中投資関係は、2000年代初めまでの10年ほど続いた
であろう。
日本国内での製造業は、1990年のバブル景気終了後から、多くの産業分野や製品で汎用品化が進み、
差別化をはかる尺度が価格に集中してきた。通常、差別化を図るには、製品、価格、ブランド、サービ
スという4点が想起される。しかし、パーソナルコンピュータやラップトップコンピュータでは、その
性能はマザーボードに装着されるCPUの処理速度と、搭載されたハードディスクの容量で決まってし
まう。かつてであれば、メーカー各社のデザインや作り込によって消費者の選好が作用し、中堅メーカ
ーであっても一定の存在価値を示すことができた。しかし、コンピュータのコモディティ化、汎用化つ
まり家電化により、価格以外の3項目は製品選択の判断基準にならなくなった。この市場環境の変化を
受けて、日本国内の製造業は他の産業分野に先んじて、生産拠点の中国移転を加速させてきたのが
2000年前半までの動向であった。
またこの時期、日本の中小中堅企業においても、納入先企業の中国等への対外直接投資の動きを受け
て、納入先企業に追随する中小企業が増加していった。セットメーカーである大企業と中小企業の典型
的な関係では、既存の2次下請け、3次下請け企業が生き残るために課せられた難問は、上位の企業に
追随して海外進出するのか、それとも国内に残って大口受注の減少分を補うべく新規顧客を開拓できる
よう努力するのか。あるいは新規事業に打って出る方向を模索するかという選択である。これら中小企
業にとっては、まさに「進むも地獄、残るも地獄」という厳しい選択肢しか残っていなかったのであ
る。
4−2　中国での日系企業の生産活動
前節までに、日系企業のアジア地域における生産拠点の展開が、かつては安価で豊富な経営資源の調
達を目的に行われていたことを示した。中国をはじめとするアジア新興国が、生産立地の優位性と同時
に、消費市場としての魅力を兼ね備えてきたことがわかる。著しい経済発展による巨大消費市場の存在
はすでに明らかである。
中国進出日系企業の経営課題は、年々歳々の人件費の上昇である。総労働時間と賃金総額の関係でみ
るならば、日本における生産現場の労務費とはまだ比較にならないほど安いことも事実である。しか
????????????????????????????? ???????????????
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し、これには二つの点で注意が必要である。一つは労働者の生産性を厳密に比較しなければ、実質賃金
の比較はできないことである。仮に中国の若手未熟練工1人の賃金が、日本人ベテラン工員の1割程度
の時間給であったとしても、その手際や熟練度において労働生産性が10分の1程度であったなら、実質
賃金に差はないことになる。すなわちベテラン工員が10倍の生産性を発揮できれば、労務費での差は
ないのである。二つめの点は、賃金水準の絶対額においてまだ安いといっても、投資決定を行った時点
での実行可能性調査段階での想定賃金をはるかに上回ってしまっている場合がある。もしそうであるな
らば、それは事業採算の範囲を超えてしまったという点で、すでに高賃金の段階になっていることにな
る。これらの実質的な比較検討を行っていかないと、正確な人件費比較は行えない。さらに2-2で指摘
した単位労働コストの上昇は、今後の対中投資にとって大きな懸念材料である。事実、神戸製鋼所の対
中投資延期決定やダイキン工業の生産拠点の国内回帰などは、2015年12月期の報道として看過できな
い重要性を持っている。
4−3　中国における生産拠点の実態
2000年代後半の中国では、この10数年で社会の基礎的構造は大きく変化してきている。すなわち、
中国の生産拠点を「安価で豊富な労働力」と捉えていた日本の常識が覆されるような実態が進行してい
た。生産拠点の現場は、そんなに単純ではなかった。2003年には、日経ビジネスの特集記事で。「中国、
気が付けば世界の工場」という特集が見出しを飾った。その背景には、上記の先入観による中国生産拠
点の位置づけが常識としてはびこっていた。さらに中国で生産される製品群とは、作業標準が平準化さ
れ、普及品として価格競争に晒されている製品を単品種大量生産しているとの意識である。このような
事例が全くないというのは言い過ぎであろう。しかし、現実の生産拠点では既成概念を覆す動きが生じ
ていることに着目したい。
日本企業の本社工場では、確かに高付加価値製品を多品種少量で生産している現状はあるものの、そ
の結果が高価格になってしまい価格競争力を失っていることも事実である。また、先端技術を駆使した
高付加価値製品群は、その製造機械も当然ながら高価である。この7-8年の動きを見る限り、日本企業
の中には最も先端的な製品群を中国生産拠点で生産し出荷しているのである。なぜ普及品の生産ではな
く、先端技術製品群が中国生産になるのであろうか。先端技術製品の製造機械や生産設備は、自ずと資
本集約的な高価な機械になる。高価な機械ほど、実は稼働率を高めることで時間当たりの減価償却費を
安くしていくことが可能になる。しかし日本では労働基準法や労使交渉での合意項目に縛られ、深夜勤
務などの柔軟な機械稼働を実現することはできない。一日の稼働時間を10時間としても、1カ月20日
間の労働時間であれば、200時間の稼働時間がせいぜいである。しかし、これが中国生産拠点であれば、
オペレーターのシフトを夜間も組んでいくことで、1カ月に500時間の稼働が可能になったという。こ
うして機械加工にかかる経費を半分以下にすることができたのである。工作機械が高価な高級機種であ
ればあるほど、その減価償却費を削減できることになる。従来からの中国生産拠点をめぐる常識は、全
く通用しない事例があることを認識しておかなければならない。
熟練技能者の存在はどのように考えればいいのであろうか。かつての常識が支配していた時代、熟練
工が10人分の仕事をしていた生産現場があり、今でも存在はするであろう。しかし、上記のような先
端技術の生産現場では、工作機械や機械加工の分野では、作業は機械削るのである。高価な工作機械の
作業は高度にコンピュータ化されている。そのためオペレーターの仕事はコンピュータへの作業手順の
入力作業である。このような作業こそ、1980年代生まれのいわゆるバーリンホウ世代の中国人若手労
働者が、最も得意とする仕事である。
熟練技能者の存在は依然として重要であるが、全ての状況でこの考え方が通用するわけではないこと
も事実である。数年前までの常識が、見当外れになってしまうこともあり、実態と乖離している事例も
ある。このように、製造業にものづくりといってもかなり多岐にわたっている。中国はじめとしてアジ
ア新興国での生産現場の実態は、先入観を排して掘り下げて見ていかなければ、正確には見えてこない
のである。
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一方、前項で指摘した神戸製鋼所の対中投資延期やダイキン工業の国内回帰の決定は、この生産現場
での様子がさらなる再考を要する事態になったことを示したものと考えられる。2015年に入って着実
かつ顕著に変化している現実に着目して、生産拠点としての対中投資環境が、さらに変化しつつある重
要な兆しとして捉えておくことが大切である。
5　アジア地域でのグローバリズムの課題
5−1　現実を直視した戦略構築
ここまで日本と中国との経済関係、企業環境をもとにアジア地域のインフラ整備を考えてきた。中国
生産拠点をめぐる10年前の常識にとらわれる危険性は、前節で述べた通りである。アジア地域事業を
構築する時には、現状を正確に把握することに大切さはすでに指摘した。その上で、さらに変化する国
内外の企業環境と企業における経営の本質を見直していかなければならない。日本企業にとって現在の
日本とアジア地域諸国との政治的な関係では、中国や韓国など緊張関係をもった二国間関係が依然とし
てあることも事実である。これらの事案は、外交課題として政府に対処を委ねていくほかはないもの
の、企業の立場からはまた異なった視点もみえてこよう。前節で指摘した日本企業で培ったベテラン技
術者のアジア新興国企業の若手指導は、局部的には日本企業にとっての痛手と映るであろう。しかしア
ジア地域全体でみるならば、この地域の人材育成がなされた成果と捉えることもできよう。
日本経済を支えている製造業においては、その担い手である中小企業の経営上の基礎体力に心配な点
が指摘されている。製造業の大企業は、近年その企画力、設計力と同時に製造現場での技術力にも、疑
問が投げ掛けられている。現在多くの大企業は、前述したように最終製品の組み立てを中心とするセッ
トメーカーである。そこに納入されている部品や部材の多くは、中小・中堅の仕入れ先企業から調達し
ているのが実態である。従って、日本企業のセットメーカーが生産する製品づくりの品質や精度は、こ
れら中小企業のものづくり精度に依存し準じているといっても過言ではない。かつては、大企業のベテ
ラン技術者と中小企業の職人や工員とのすり合わせがあって、製品の作り込みが行われてきた。この作
業工程が、国境を越えたアジア地域事業の展開のなかで、どこまで行えるものであろうか。製造業のも
のづくりには、このような企業間での技術者同士の不断のコミュニケーションが必要なのではないだろ
うか。
5−2　東アジアの企業環境への対応
これまでみてきたように、企業を取り巻く東アジアの環境は新たな局面にいたっている。図4で示し
た要素をどれだけ活用し、取り込めるかが企業戦略のカギになる。文化や社会、歴史的背景といった要
素、各国の法律、政策などの制度的要因、地政学的な側面、そして経済状況などを正確に把握して相互
の関係性を築くことが必要である。
これらの諸要素は、全てが所与の条件であると考えることはない。むしろ企業が働きかけることによ
り影響を与えることができる要素とみなす発想の転換を図ってはどうであろうか。国民性や確たる価値
観には、容易に変化しえない部分もある。長い歴史に育まれた中心的な役割を果たす価値観は尊重しな
ければならない。一方で諸外国との交流を深めることで双方が歩み寄れる要素もあろう。その糸口を正
確に見つけて、変えることが可能な状況、あるいは相互理解ができる場面に持ち込むことで社会の距離
感が近くなり、相互に文字通りの異文化コミュニケーションが成立するのではなかろうか。異なること
を排除するのではなく、少しでも歩み寄ることを考えることで、地球規模での企業活動が可能なグロー
バリズムができるであろう。
5−3　まとめ
本稿では、日本経済の現状認識から、日本企業のアジア地域における事業展開を、それを取り巻くグ
ローバリズムという視点から再考した。企業における製造業のものづくりの仕組みには、新興国の台頭
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による競争環境の激変という観点のもと、それらを支援するインフラ形成が急速な勢いで構築されてい
る。
2015年末の東南アジア諸国連合（ASEAN）経済共同体設立（AEC）は、アジア地域で事業展開する
各企業にとっても長らく待ち望んだ新市場の成立である。経済外交の進展と呼応しながら、日本企業の
事業を再構築する絶好の機会である。企業環境の諸要因には国際関係やアジア地域のインフラ整備も重
要な要素を構成しているだけに、この仕組みが上手く機能していくよう、日本政府も積極的な支援をし
て欲しい。
第3次安倍政権の成長戦略は、国内の景気浮揚にとどまらず、アジア地域の底上げに資するような制
度設計をしていくべき時期がきた。そのためにも企業の経営環境条件を静学的に分析するとともに、動
学的な観点から将来像を描いていく必要がある。日本企業の国内連携ばかりではなく、アジア地域の新
興企業との相互利益をもたらす新たな戦略的提携の方向性を念頭に置き、持続ある発展のために必要な
仕組みを構築することが重要である。
中国経済が直面している前述の2章での諸問題は、中所得国の罠といわれる要素に他ならない。中国
が1993年に改革・開放政策に踏み出してから23年。これまであれば日本や諸外国からの資本投下や技
術導入で4つの近代化にも弾みがついた。しかし世界第2位の経済大国になっ現在、新たな技術革新へ
の挑戦、国内の人材育成の仕組み、そして為替の高騰による輸出の不振と輸入の増加、いわゆる成長と
国際金融のジレンマが立ちはだかっている。日本経済が1970年代に経験した「成長と国際収支の壁」
の問題が、今や時代と形を変えて中国経済に迫っている。先進国の模倣ではなく、真の技術革新といえ
るようなイノベーションを自ら担っていくこと。国内でのかけがえのない財産である人材をどのように
育成し登用していけるか。さらに人民元の適正な市場評価に対しても耐えられる経済や筋肉質な企業の
体力作りが今こそ求められている。TPPやAECにみられるメガFTA時代が進んでいる現在、中国が
AIIBだけでなく、いかにしてこのようなグローバリズムの枠組みに参加してくるか、その協調を図る
ためにも、2016年が東アジアにとって大きな一年になるであろう。重要な隣国である中国には、これ
からも体質改善を通じて、日本経済と日本企業のよきパートナーであってほしい。日本企業の持てる経
営資源を開示しながら、相互利益につながる道を模索することが何よりも必要である。
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